
番号 目標 担当省庁 取組の名称

○糖尿病予防戦略事業（H28～30）

○健康日本２１（第二次）の推進（H28～30）

○地域高齢者等の栄養管理支援等（H28～29）

○健康寿命をのばそう！アワード（生活習慣病予防分野）（H28,29）

文部科学省・厚生労働
省・農林水産省

○「食生活指針」の改定、普及啓発

厚生労働省・農林水産省 ○「食事バランスガイド」の普及啓発

○日本型食生活の普及等の地域における食育活動の支援（H28～30）

○機能性農産物を活用した健康都市づくりの支援（H28～30）

○「食育月間」の実施（H28～30）

○「食育推進ボランティア表彰」の実施（H28）

○「食育活動表彰」の実施（H29～30）

○スマイルケア食の普及推進（H28～30）

文部科学省 ○日本食品標準成分表の策定・公表（H28～30）

重点課題「健康寿命の延伸につながる食育の推進」関連目標の達成に資する施策

資料６－３

農林水産省

厚生労働省

⑨
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を

１日２回以上ほぼ毎日食べている国民の割合
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番号 目標 担当省庁 取組の名称

○糖尿病予防戦略事業（H28～30）

○健康日本２１（第二次）の推進（H28～30）

○健康寿命をのばそう！アワード（生活習慣病予防分野）（H28,29）

文部科学省・厚生労働
省・農林水産省

○「食生活指針」の改定、普及啓発

厚生労働省・農林水産省 ○「食事バランスガイド」の普及啓発

○日本型食生活の普及等の地域における食育活動の支援（H28～30）

○機能性農産物を活用した健康都市づくりの支援（H28～30）

○「食育月間」の実施（H28～30）

○「食育推進ボランティア表彰」の実施（H28）

○「食育活動表彰」の実施（H29～30）

文部科学省 ○日本食品標準成分表の策定・公表（H28～30）

農林水産省

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を
１日２回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合⑩

厚生労働省
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番号 目標 担当省庁 取組の名称

○糖尿病予防戦略事業（H28～30）

○健康日本２１（第二次）の推進（H28～30）

○健康寿命をのばそう！アワード（生活習慣病予防分野）（H28,29）

文部科学省・厚生労働
省・農林水産省

○「食生活指針」の改定、普及啓発

厚生労働省・農林水産省 ○「食事バランスガイド」の普及啓発

○日本型食生活の普及等の地域における食育活動の支援（H28～30）

○機能性農産物を活用した健康都市づくりの支援（H28～30）

○「食育月間」の実施（H28～30）

○「食育推進ボランティア表彰」の実施（H28）

○「食育活動表彰」の実施（H29～30）

○スマイルケア食の普及推進（H28～30）

文部科学省 ○日本食品標準成分表の策定・公表（H28～30）

農林水産省

生活習慣病の予防や改善のために、ふだんから適正
体重の維持や減塩等に気をつけた食生活を実践する

国民の割合
⑪

厚生労働省
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番号 目標 担当省庁 取組の名称

○糖尿病予防戦略事業（H28～30）

○健康日本２１（第二次）の推進（H28～30）

○健康寿命をのばそう！アワード（生活習慣病予防分野）（H28,29）

○「食育推進ボランティア表彰」の実施（H28）

○「食育活動表彰」の実施（H29～30）

○日本型食生活の普及等の地域における食育活動の支援（H28～30）

文部科学省 ○日本食品標準成分表の策定・公表（H28～30）

○健康日本２１（第二次）の推進（H28～30）

○8020運動・口腔保健推進事業（H28～30）

厚生労働省

農林水産省

⑫
食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業の登
録数

厚生労働省⑬ ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合
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番号 目標 担当省庁 取組の名称

内閣府食品安全委員会
消費者庁
厚生労働省
農林水産省

○食品安全に関する情報提供や意見交換会の実施

○事業者と連携する等の多様な主体による食品安全に関するリスクコミュ
ニケーションの取組

○食品安全に関する情報提供や意見交換会の推進

農林水産省 ○「食育月間」の実施（H28～30）

文部科学省 ○日本食品標準成分表の作製・公表（H28～30）

内閣府食品安全委員会
消費者庁
厚生労働省
農林水産省

○親子参加型イベントの開催

○事業者と連携する等の多様な主体による食品安全に関するリスクコミュ
ニケーションの取組

○食品安全に関する情報提供や意見交換会の推進

農林水産省 ○「食育月間」の実施（H28～30）

文部科学省 ○日本食品標準成分表の策定・公表（H28～30）

消費者庁

消費者庁
⑳

食品の安全性について基礎的な知識を持ち、
自ら判断する若い世代の割合

食品の安全性について基礎的な知識を持ち、
自ら判断する国民の割合

⑲
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